
国内外の技術者に関係する話題は、ノーベル賞受賞、自動車
自動運転技術のような大変喜ばしいプラスの報道と米国・ミ
ネアポリスの道路橋崩落事故、中央自動車道・笹子トンネル天
井板落下事故、横浜マンション基礎杭偽装事件、道路橋落橋防
止装置溶接の不正、新名神建設工事における相次ぐ橋梁架設
中事故、豊洲新市場建設における諸問題等のような憂えるマイ
ナスの報道がある。私として非常に残念と考えるのは、ここに
示したようにプラスに対しあまりにも技術者の本質を疑うよう
なマイナスの話題が多すぎることである。多くの人々が、社会
基盤施設の安全性に不安を感じ、日本の技術者が持つ技術力
や倫理観の低下を訴える原因がここにもあると思う。
私は、大学で僅かであるが教鞭をとっている。学生に技術
者について「技術者とは、創意工夫して文化・文明を創造す
る人である。公共の安全、健康、福祉のために有用な事物や
快適な環境を工学分野の専門的な技術によって構築する人の
こと。」と話し、「科学分野以外の『価値』を理解し、科学技術
上の解決と、それがもたらす環境・社会・経済・政治などの
広範な影響と適切なバランスをとりながら、的確な判断に基
づいた意思決定ができる。」このような技術者を優れた技術
者である、と解説している。このような話をして技術者のあ
るべき姿を正しく理解できる学生はほとんどいない。このこ
とは当たり前で、技術者の有るべき姿を紐解いているのでは
なく単に一般論を述べているからに過ぎないからである。優
れた技術とは、私自身を対象に考えると、人々を公平に導き、
豊かさや人々のニーズに応える科学を実践として行えること
が可能な考えであり、行動であると理解している。
ここに示した公平と平等とはよく比較される。公平と平等
とを同じであると考えている人を見かけるが、平等とは全て
の人に扱いが等しいことで、公平とは全く意味が異なる。私
の言う公平とは、公に見て差別や偏りが無いことであり、学
生に話す際、オリンピック競技におけるドーピングを事例に
あげて説明している。

例えば、リオオリンピックで日本が初めて銀メダルを取っ
た陸上競技の400mリレーは、人種や身長などには関係なく
皆平等にレースに出場できるが、ドーピング（尿検査など）
を受けてクリアすることが大前提となっている。これは、薬
物による人体影響排除の理由だけでなく、公平にレースを行
うためである。技術開発によって得られたホルモン剤や興奮
剤を投与すれば速く走ることができるのが当たり前で、結果
人体は大きく傷つくことになる。先端技術によって開発され
た薬物は、誰でも得ることが可能でなく、限られた人のみが
投与できるのも理由の一つである。オリンピック競技におけ
る公平性を保つためにも技術は必要で、使用禁止薬物投与を
確認するために最新技術によるドーピングテストを行い、不
公平を無くすのである。こんなところにも学生諸君が学ぶ技
術は使われていると講義で説明している。
要するに技術が必要な大きな理由の一つとして、人々が
種々の行動を行う際に可能な限り公平になることであり、そ
こにニーズが発生、ニーズを満たすために技術者の持つシー
ズを活用して創意工夫し、その結果得たものが機能する成果
であり公平を提供する製品（ウォンツ）なのである。
さて、ここで私が関係している社会基盤施設について、前
報で説明した取り巻く環境と課題を整理する。我が国におい
て、社会基盤施設の置かれている環境が建設中心の時代から
維持管理を行わざるを得ない時代へと急速に変化している。
その理由は、高度経済成長期に大量に建設された多くの社会
基盤施設の高齢化が進行していることや、中央自動車道・笹
子トンネル天井板落下事故で明らかとなったような潜在的な
リスクが高まっていることがあげられる。また、少子高齢化
による生産人口の減少によって税収が減少し、行政コスト縮
減を行うことが必要不可欠な時代となってきているからであ
る。このような状況下で、社会基盤施設の管理、運営に携わ
る専門の人材を量的に確保する必要性があるにもかかわら
ず、団塊世代の大量退職によって、技術者の量および質の低
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下が顕著となり、必要な技術レベル（スキルレベル）を維持
することが困難になりつつある。特に質の低下については、
従来型のアナログ的な処理から技術者の創意工夫によって急
速に発展しているICTを使ったデジタル的な処理への対応も
必要となったことも一因である。
社会基盤施設は、点検・診断や修繕、更新などの維持管理、
保全行為を継続して行い、施設の性能や本来保有している社
会的便益を満たすよう維持していくことが重要とされている
一方、新たな施設の整備建設と比較して、既存の施設は新設
時の画一的な設計・施工条件と異なって不確実性が多く、厳
しい制約条件において個別施設の現状に応じた適切な措置が
求められている。適切な措置を選定するにも数多い選択肢か
ら最適な措置を選択し、適切な時期に施工するために、担当
する技術者に高度で多様性のある専門技術を保有することが
求められる時代へと推移している。このような厳しい周辺環
境において、建設し供用されている多くの社会基盤施設が適
切に機能や性能を発揮するためには、メンテナンススキルに
精通した技術者が必要となる。ここで、メンテナンスの時代
に技術者に求められている役割と必要な技術、そして実務で
機能する技術者の育成について、分かり易く種々な事例を示
して説明することとする。

	1	 技術者の役割と育成
技術者の役割と育成について説明する前段として、社会基
盤施設のメンテナンスを対象とした人材（技術者）における
業務、技術（スキル）、育成に関して行政組織の現状について
整理し、技術者の役割、育成の基本的考え、その手段と具体
的な方法について順を追って説明する。

1.1　行政組織における技術者の現状
技術者の役割を業務面からみると、社会基盤施設の直接的
管理者である行政機関においては、社会基盤施設全体を対象
としてマクロ的なマネジメントを担う本省（高速道路会社で
は本社、地方自治体では本庁、本局など）業務と、個別施設を
対象にミクロ的なマネジメントを担う事務所業務に区分され
る。ここに示すマクロ的およびミクロ的なマネジメントのい
ずれにおいても、行政組織だけでは完結することは少なく、
大学、高専や国、地方自治体等の研究機関、請負業者等の民
間企業と連携して、メンテナンスに関連する業務を遂行して
いるのが一般的である。社会基盤施設に関連する職務の分担
と範囲は、国、高速道路会社、都道府県、市町村など組織ごと
の組織的な区分けを見ると同一であり、〇〇管理部や〇〇管
理課と言う組織名で括られ、あたかも同一なメンテナンスレ
ベルであるような感がしたとしても、先に示した管理する組

織によって考え方も執行方法も異なっている。
国内外の社会基盤施設のメンテナンスは、増加し続ける高
齢化施設量と右肩下がりの投資費用などの理由から、投資費
用の平準化やコスト縮減が求められ、施設の長寿命化が必要
となり、その結果、技術者に対する未経験とも言えるような
新たなメンテナンス業務が量的にも質的にも増加し、高度な
メンテナンススキルが求められている。しかし、適切なメン
テナンスの遂行を望む社会状況とは異なり、財政当局は、メ
ンテナンスに関連する予算規模の増大に対して、新たに施設
を建設する業務のようにその効果が見えにくいため、正しく
評価することは少なく、適切な社会基盤施設のメンテナンス
執行を考えると非常に厳しい現実がある。
メンテナンスに支払われる費用は、メンテナンスに必要な
高度なスキルに対するものとしての評価ではなく、投じられ
る材料や人工（にんく）の量を基本として算出されてきたの
が過去から現在である。メンテナンスを行うことは、メンテ
ナンス特有の少量、点在性、悪条件等に対して積算等への配
慮が必要となるが、旧態然とした考え方が主を占め、実態に
対応した配慮がなされていないのが現状だ。これは、建設工
事の付帯工事的な考え方が主流となっている過去の慣習を
ベースにした考えが多くを占め、優れた仕事や成果、スキル
に対価を支払うビジネスモデルになっていないためである。
次に、メンテナンススキルの面から考えてみると、施設を
管理している行政サイドが持っている社会基盤に関係する情
報、例えば、変状データや健全度データなどを社会に公開し、
それを外部のプロフェッショナル・エンジニアが判断、提言
する仕組みとし、行政技術者は、提言された内容を正しく理
解するスキルを修得することが必要である。特に、近年のメ
ンテナンス業界の動きをみると社会がメンテナンス重視の時
代へと移行していることから、メンテナンスに関する技術革
新や材料開発を進めており、それらを正しく評価し、適切に
選択、採用する高度な技術を持つ行政技術者の育成が喫緊の
課題となってきている。しかし現状は、社会基盤施設のメン
テナンス領域に関する人材育成に目を向けると、全体を見渡
し、まとまった形で必要なメンテナンススキルを整理、細分
化して解説した資料や書籍が少ない。一方、社会基盤施設の
管理・運営を担当する行政技術職員の実態は、一般的に3年
から4年程度の短期間（最長でも10年程度）で異動する事例
が多く、管理者、発注者としてのメンテナンスに関連するス
キルを深く修得することが難しいのが現実である。このよう
な状況では、メンテナンス業務の流れや課題に関する資料は
国等から公開されている資料を含めばあるものの、最も必要
なメンテナンススキルや技術者育成に関する資料がほとんど
ない組織が多いのが現状と言える。特に、メンテナンスに関
係する人材が不足している地方自治体では、固有職員の才能
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や保有する技術力で異動を判断することは少なく、それらに
無関係に横断的に職場異動する事例が多い。本来は、種々の
社会基盤施設固有のメンテナンススキルを明確にした上で、
適切な人材配置を行う人材管理がなされることが今まさに必
要なのである。
メンテナンスに関連する人材育成について考えると、都道
府県のように組織としてメンテナンス業務に関わる人材育成
計画が明確となっている場合は、内部研修制度にメンテナン
スに関わる研修が盛り込んでいる場合もあるが、技術職員が
少ない地方自治体（市町村）においては、人材育成としてメ
ンテナンスに関わる技術修得は内外のOff-JTに仕組みとし
てはあるが、多くは研修経費や研修拘束時間などから敬遠さ
れ、常時行われるような体制には程遠い状態である。そこで、
実務研修を行える人材がほとんどいない体制によって、研修
成果を期待できないようなOJTを行っている組織が多い。外
部研修制度としては、一般財団法人全国建設研修センター、
長崎大学、岐阜大学等で行われているメンテナンス研修制度
を活用する考え方もあるが、いずれも研修に要する費用が多
額なこと、実施時期も限定されていることなどから、メンテ
ナンススキルを学びたいと考えている全国の多くの人材が容
易に受講できない状況となっている。
大学における教育制度を見てみると、メンテナンスに関係
する講義を組み込む大学は少なく、教育カリキュラムも座学
が基本となっていることから、現場の状況を目で見て、耳で
聞き、肌で感じるメンテナンス業務の実態に適合した教育と
なっておらず、学部教育の中でメンテナンスに携わる人材を
育成することは極めて困難と言わざるを得ない。さらに、教
育機関で使われている教本についても、机上の空論的な部
分が多く、卒業生が即戦力とはなかなかなり得ない場合が多
い。このようなことからも、『今すぐメンテナンスに舵を切
れ！メンテナンス時代の到来！…』と国の示した掛け声は素
晴らしいが、これから社会に出る学生にとってメンテナンス
の必要性は理解するが、社会のメンテナンス業界に対する低
い評価に将来に不安があると感じ、魅力ある業務とは捉えら
れていないのが現実である。
本来土木技術者は、スキルの伝達に職人気質の「見て覚え
る」という傾向があり、これまでは技術継承の論理的な仕組
みが確立されてはいなかった。しかし、現役を退いた高齢者
にメンテナンス業務の指導等を依頼する組織も多々あるが、
そもそも、先にも示した「目で見て覚える」でスキル修得を
していた技術者が、自らの暗黙知を正しく表現できない限り
優れた指導者になることは容易ではない。さらに、メンテナ
ンスを実務として請け負う側である民間企業も、まだまだ建
設中心の考え方が多く、メンテナンスに本腰を入れて取り組
んでいる企業がほとんどないのが現実である。このような中

途半端な考え方では当然、大企業の技術者の多くは、メンテ
ナンスに対して後ろ向きとなり、メンテナンス人材を主とす
るような体制づくりができないのも当たり前である。
近年、点検は近接目視点検が主流となりつつあるが、定期
点検した結果を見る限り、まだまだ現状を正しく点検・診断
した成果とはなっておらず、未完成の資料を基にメンテナン
ス設計・施工を行なっている事例が多い。さらに、メンテナ
ンス業務を発注する行政側がコンサルタント会社の対策提
案に関して、対策の妥当性判断に関して理解をしないまま受
身で行う場合が多い。その結果、対象施設の工事を積算して
発注し、工事に着手した段階で、設計・積算内容との乖離が
大きく、大幅な設計変更を余儀なくされる事例が後を絶たな
い。要するに、施設を新設する場合は、何もないところに設
計・施工することから当然内容の乖離は小さいのが当たり前
であるが、メンテナンスの場合は、供用中の施設であること、
個別施設ごとのオーダーメイドであること、対策設計が現況
を正しく反映した結果でないことなどから、乖離が大きく、
大幅な変更を行わざるを得ない。しかし、設計変更を行うに
も、変更理由が事前調査不足では説明が成り立たず、変更し
たくても変更決済が進まず、変更を諦めるような理不尽な状
態が現実となっている。
このような厳しいメンテナンス社会が仕組みや組織的な面
で大きく改善されることを前提に、機能する技術者の役割と
育成について、詳細に図表を使って説明することとする。

1.2　社会基盤施設のメンテナンス技術者の役割
社会基盤施設のメンテナンスに関係する技術者の役割につ
いて、担当する業務を表1に示す人材モデルに分担して考え
ることとする。具体的には、①業務を統括、指示する立場のア
セットマネージャー、②施設の現状を現地で確認する点検作
業の責任者である点検責任者、③施設点検を現地で実務とし
て行う点検員、④点検結果を基に、対象施設の健全度（損傷
度）の診断作業の責任者である診断責任者、⑤施設点検結果
を基に、現地を確認し、診断業務を自ら行う診断士、⑥施設の
機能や性能維持を目的に行う維持工事の責任者である維持工
事責任者、⑦維持工事発注における工種選定、維持工事の積
算、契約業務を自らが行う維持工事担当者、⑧対象施設の変
状が明らかとなり、失われた機能や性能を回復する補修工事、
機能や性能の向上を目的とする補強工事などの修繕工事の責
任ある立場である修繕設計責任者、⑨対象施設の修繕工事を
外部設計委託、委託成果を確認、修繕工事の積算、発注業務
を自ら行う修繕工事設計士、⑩修繕工事を管理者、発注者の
立場で内容確認、工事を監理する修繕工事監督、及び発注さ
れた修繕工事を請負業者として責任を持って修繕工事を完了
させ、成果とする請負業者側の監督、⑪修繕工事の工事進捗、
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工事進行段階での各ステップの確認、工事安全上の種々の指
示、工事に関わる種々の調整業務等を自ら行う修繕工事担当
者の11に人材モデルを区分し、それらに対応して各々の職務
の内容、仕事の内容、各人材の役割と責任の詳細を示した。各
人材モデル（キャリア）、技術スキル、人材育成の3つを、それ
ぞれを関連付けた「尺度」に基づき対応する基準を作成する。
業務を統括し、業務遂行に必要な組織及び人材配置等の責任
者は、次に示すスキル、キャリア、人材育成基準の連携図を参
考に該当する技術者のスキルレベルを診断し、その診断結果
を基にスキル修得ニーズを明らかにすることになる。私の専
門とする道路橋を対象に各基準の関係を連携図とし、具体的
に組織として技術者の配置や育成計画を策定する場合を想定
して図1に示した。なお、ここに示した連携図は、近年メンテ
ナンスに住民参加を期待して種々な地域で行われている住民
ボランティア組織であるサポータ制度にも配慮したキャリア
フレームワークとなっている。
次に、人材モデルと業務との関係を示す目的で、メンテナ
ンス業務を「保全マネジメント」、「点検・診断」、「維持工事」、
「修繕・更新設計」、「修繕・更新工事」の5つに分類、業務の
流れを考慮して業務を詳細に分類し、業務を担当する人材モ
デル（キャリア・職種）を整理した内容を表2に示した。更に、
メンテナンス設計・工事を発注する立場である施設管理者（メ
ンテナンス工事発注者）と請負業者である建設コンサルタン
ト及びゼネラルコンストラクター（ファブリケーターも含む）
を対象者として区分けした。

1.2.1　キャリア基準（キャリアレベル）1）

行政と請負業者、研究機関、大学等、複数の人材がそれぞ
れ役割を分担して業務を行っているのが現状である。メンテ
ナンス業務への関わり方や範囲は組織によってまちまちでは
あるが、今後のメンテナンス業務における連携、分担の精度
を向上させるためにも一定のパターンを示すことが重要と考
えている。そこで、社会基盤施設のメンテナンス業務に関連
する職種を定義し、それぞれのキャリアレベルをメンテナン
スにおける専門領域を担う技術者として必要な要件と人事評
価やキャリア診断が容易となるよう表3に示すレベル1から
レベル4までの4段階に区分したが、これは業務執行能力を
基本として業務担当者であるレベル1から最上位の業務の統
括責任者であるレベル4としている。ここに示すキャリアレ
ベルは、①メンテナンスを遂行し、成果を得る遂行能力を基
本とした業務の貢献範囲、②組織内外からの評価や認知度を
基準として判断するプロフェッショナルとしての貢献度・認
知度、③職種で要求されている職務遂行能力を基本とした要
求作業の達成度、④職種で要求されている役割や責任を果た
す上で必要となるスキル発揮能力と知識の活用程度の4項目

に区分けして分かり易く示した。表1で社会基盤施設のメン
テナンスに関係する人材を11区分の人材モデルとして定義
したが、これらそれぞれにここで示すキャリアレベルを関連
付けることが必要となる。

1.2.2　キャリアフレームワーク1）

表1で示した人材モデルと表3に示すキャリアレベルを
対比し、より分かり易く解説したのが表4のキャリアフレー
ムワークである。キャリアフレームワークは、人材モデルと
キャリアレベルの関係を全体像として示している。キャリア
フレームワーク上の〇の付いた該当するキャリアレベルは、
11の人材モデルにおいて、ここに示しているキャリアレベル
が必要であることを示している。人材モデルの下位レベルで
はプロフェッショナルとしての価値が創出される状態に至ら
ない、あるいは、上位レベルのプロフェッショナル能力を要
求される状態でないことを明確にし、そこまでのキャリアが
必要のないことを示した。
各レベルの設定は、それぞれの職種に求められる業務を
遂行する際に、キャリアレベルに照合して、どのレベルの人
材が当該業務に必要なのかを定義している。ここで設定した
キャリアレベルを、現状の職域における役職区分と対比し、
キャリアレベル区分の詳細を説明した表5「キャリアレベル
と適用事例」を示したので参考にするとよい。なお、ここで
示している適用事例については、組織上で使われている名称
を記述しているが、組織によって違いがあるので示している
内容から類推するとよい。以上が、社会基盤施設のメンテナ
ンス業務に関わる技術者の役割と責任である。
次に、メンテナンス業務を適切に遂行するために必要な人
材の育成について説明する。

1.3　メンテナンス業務遂行に必要な人材の育成
人材育成の対象となる技術者について、「必要なスキルの
有無」を業務遂行能力の判断基準として明確にする必要が
ある。個々のスキルについて、個別に判断基準を設けるアプ
ローチもあるが、公平な考え方をするならば共通の判断基準
を設定することが必要となる。そこで、該当する技術者のス
キルレベルを要素技術、プロセス技術、マネジメント技術に
分類して能力の有無を考えることとした。

1.3.1　要素技術1）

要素技術とは、該当する技術者が業務に使用することがで
きるスキルを保有する状態を指している。具体的に施設の設
計を想定すると、対象施設の設計を周辺環境、設計及び施工
条件、予算などを考え、適切な範囲を自らで行うことが可能
なスキルを有しており、構造設計が可能な状態を指している。
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図1　スキル、キャリア、人材育成基準の連携図（道路橋）

表2　人材モデルと必要となる業務内容
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1.3.2　プロセス技術1）

次にプロセス技術とは、実務を行う過程で、実際に動作と
しての作業を問題なく遂行できる状態であり、必要な職務遂
行能力スキルを持つ状態を指している。具体的には、点検を
事例にあげると、指定された定期点検要領に基づいて、対象
構造物の変状を確認し、損傷や劣化状況に応じた適切な点検
方法を選択し、的確な点検を行うことができるスキルを有す
る状態を指している。この場合、担当する技術者が「正確性」
「効率性」等の基本的要件だけでなく、現地における種々な環

境において「状況判断」等の応用力も含めて実施できる能力
を有することが必要である。

1.3.3　マネジメント技術
最後にマネジメント技術について説明する。これは対象施
設の保全（管理・運営）業務に関して費用や組織、人材等お
いて最適化が行えるスキルを保有している状態を指してい
る。具体的には、対象施設の管理レベルの設定を例にとると、
管理方針、関係する公共施設（道路、河川、鉄道等交差施設）

表3　キャリアレベル定義の考え方

表4　キャリアフレームワーク（レベルと人材）
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の把握、住民要求レベルの把握、安全性、耐久性等各要求性
能の決定等が論理的な手法である費用便益分析法などを使っ
て行える状態を指している。ここに示した3つに分類したそ
れぞれを判断基準として、スキルレベルを評価することにな
る。次にスキルレベルについて説明する。

1.3.4　スキルレベル1）

スキルレベルは、技術者として必要なスキルカテゴリー
（要素技術）に共通の定義を持ち、表6において作業遂行能力
の期待値（ポテンシャル）としてキャリアレベルと同様に4

段階に区分けして分類し、定義内容も含めて示した。
スキルレベル1は、メンテナンス業務遂行に関して初級的
な技術能力しかないために、単独で業務を行うことは困難な
レベルである。最上位に位置するスキルレベル4は、先進的
で高度な技術能力を保有するレベルに到達していることか
ら、業務全体の将来性や必要となる種々な技術の判断や創造
が可能で、人材育成に関しても卓越した能力を保有するレベ
ルである。
また、人材育成に関するレベルは3段階に区分する（表8

参照）。ここで言うレベル1は、新たな施設の建設・施工の関
する知識修得段階であり、レベル1で修得した技術をベース
に維持管理（維持、補修、補強等）に関する技術を修得する段
階がレベル2、最終段階のレベル3では、マネジメントや公会
計、PPP（public–private partnership）等のメンテナンス業務
に必要不可欠な経営、経済関連技術を修得することになる。
いずれにしても、優れた技術者の評価は、質を問う技術力
としてのスキルレベルと職務遂行能力を問うキャリアレベル
の両面から判断されるキャリア基準でなされ、社会から認め
られる高いレベルのキャリアとして位置づけられるのはレ
ベル4のスキルレベルが求められている。このようなことか
ら、図1の連携図に示したスキル基準、キャリア基準の関係
を研修ロードマップも含めて示した趣旨を理解することが必
要である。
各スキルカテゴリーは、対象となる手法別に基礎的な項目
である第一階層と、より詳細な第二階層に区分できる。具体
的な事例として、鋼道路橋のメンテナンスに関係するスキル
カテゴリーを表7に示した。
ここで分かるように、鋼道路橋のメンテナンスを行うには、

表5　キャリアレベル区分と適用事例（案）

表6　スキルレベルとその定義
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発生している変状の原因となる損傷もしくは、劣化がどのよ
うなものであるかの知識が必要となる。また、発生する損傷
や劣化を適切に点検、診断する技術、目視では判断が出来な
い場合に必要な調査（非破壊試験や微破壊試験など）に関す
る技術も当然必要である。さらに対象となる鋼道路橋の健全
度レベルを評価するには、管理基準を基にどこまで機能や性
能を回復させるか判断し、対策として行う修繕工法に関する
知識も必要となる。以上のように、対象の構造物に必要な要
素技術を区分け、選定し、それぞれのスキルレベルのどのレ
ベルまで当該メンテナンスに必要かを決定することになる。

1.3.5　人材育成ツール
職域上の責任ある立場の上司は、キャリア基準で定義され
た「キャリア分布特性」や「キャリアフレームワーク」を参
照して、指導対象の部下が位置するキャリアを確認し、キャ
リアレベルで区分けしている内容でチェックし、業務の貢献
範囲や達成度などを基に現在のキャリアが妥当であるかの確
認を行う。それとともに、各キャリアレベルで求められてい
るスキルレベルに達しているかも併せて評価を行うことに
なる。当然、人事評価制度にもこの考え方を活用することが
可能である。部下は、表6で示す「スキルレベルとその定義」
を用いてスキル診断を自ら行い、現状のスキルレベルがどの
位置にあるのかを上司に自己申告する。上司は、部下が望む
キャリアレベルと、部下の現状のキャリアレベル及びスキル
レベルを比較し、組織として該当するキャリアに必要な能力
や技術力に関して不足の内容や程度等をチェックし、必要が
あれば、人材育成基準で示されている「研修ロードマップ」
を活用して、現状のキャリアレベル、上位のキャリアレベル
に到達する研修項目と必要となるレベルを指示、継続的・段
階的に研修ロードマップ等に従って研修コースを受講させス
キルアップを行う流れである。

1.3.6　人材育成ロードマップ1）

社会基盤施設のメンテナンスに求められる人材を育成す
るには、スキルカテゴリーで区分けされた技術をどの程度の
スキルレベルまで修得させるかを判断する必要がある。その
ために、当該組織の技術者を取りまとめるアセットマネー
ジャーが、対象職員の保有しているスキルや期待するスキ
ルを診断し、研修項目や研修レベルを決定する。アセットマ
ネージャーが適切な人材育成判断を行うには、人材育成及び
研修制度の担当者がアセットマネージャー等上位者が必要と
なる「研修ロードマップ」を策定、その基本となる「研修コー
ス一覧」「研修コース概要」を準備することが必要である。
人材育成ロードマップでは、メンテナンスに従事する技術
者（行政及び民間等）の人材育成を実現する研修体系を示し

表7　スキルカテゴリー（要素技術）事例

19

技術者の役割と育成

135



ている。これによって、アセットマネージャー等の人材を育
成する責任者は、誰にどの研修をいつ受講させるべきかを、
客観的に判断できるようになり、研修終了時において期待し

たスキルカテゴリー別にスキルレベルがどの程度まで修得で
きたかを評価、判定することが可能となる。表8に社会基盤
施設、特に道路橋を基本としたスキルカテゴリーと人材育成

表8　スキルカテゴリーと人材育成ロードマップ（道路橋）
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ロードマップを示したので参考にするとよい。
いずれにしても、人材育成は、容易なことではなく、今回、
私はメカニカルな人材育成の考え方と手法を示したが、肝は
必要となる要素技術を学ぶ技術者が意欲と職務を遂行する高
いレベルのモラールを持つことが必要である。今回示した人
材育成の考え方は、その体系構造や種々のルールに基づく定
義を策定したために、融通が利かないというイメージを持た
れる可能性がある。また種々の資料から導かれた「標準：ス
タンダード」的で、かつ今回示した方法が使い勝手が悪いと
いう印象を持たれる可能性もある。
本章を読まれた方々は、各組織や各個人に今回示した内容
をあてはめ、その有用性についての検証を行うことで、人材
育成モデルケースとなる事例を構築することが可能になる
と思われるかもしれない。しかし、社会基盤施設の高齢化、
厳しい財源等を考えると、適切に対応ができる柔軟な頭脳と
幅広い知識を持った技術者が必要と考えている。そのために
は、今回示した技術者に求められている役割と必要な人材の
育成方法を参考に、例えば、「インフラスキルスタンダード：
技術標準 1）」を組織別に早期に構築され、必要な人材育成や
人事評価制度等に対応することが必要である。ここで示した
「インフラスキルスタンダード」とは、組織の壁を超えて同じ
土俵で必要なスキルを把握し、必要な人材の育成をする際の
前提となる、人材に関する「共通のものさし」という位置づ
けと考えた。

1.4　連載の最後にあたって
今回で連載してきた『インフラ老朽化と安全』を終了とな
るが、連載を読まれた方は社会基盤施設の抱えている課題、
笹子トンネル天井板落下事故等によって法制度化した種々の
施設に対する定期点検及び診断、社会基盤施設のマネジメン
トが必要な社会環境にも拘らず遅々として進まない現状を少
しでも理解されたと思っている。ここで、声を大として言い
たいのは、これらを解決するのはドローンなどの点検ロボッ
トやビッグデータを使ったマイニング技術によって選別し、
処理する手法でもなく、ICT、特に今話題のAI（人工知能）で
もないのである。社会基盤施設を取り巻く厳しい環境におい
て、望ましい形で次世代に引き継ぐ要は、人、技術者である。
将来は、ここにあげたような種々のツールが主役となって社
会基盤施設の安全・安心を確保できる時代が来る可能性はあ
る。しかし、今喫緊な課題は、優れた技術者、それも高度で適
切な判断を行える専門技術者を一日でも早く育成することと
考える。今回説明した「技術者の育成と役割」は、私の個人
的な考え方を中心に述べてきたが、私の経験やスキルスタン
ダード（具体的には、ITスキルスタンダード）に関する新た
な知見を基に取り纏めた内容であることから、多くの部門で
役立つ内容であると自負している。五回の連載したエキスが
今後の社会基盤施設のメンテナンスに有効に活用されること
を期待するし、実務において有効に機能することを強く望ん
でいる。

参考文献
1）情報処理推進機構：ITスキル標準V3，（2011）

（2016年10月18日受付）

21

技術者の役割と育成

137


